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【国際特許分類】
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【手続補正書】
【提出日】平成30年11月9日(2018.11.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動体の第１の電極と第２の電極とに接続されて発振動作を行う発振部と、
　前記振動体の第１又は第２の電極に接続されて発振周波数を調節する第１～第３の可変
容量素子と、
　温度センサーから出力される検出信号に従って、前記第１の可変容量素子の容量値を制
御する第１の温度補償電圧を生成する第１の温度補償電圧生成回路と、
　周波数制御信号に従って、前記第２の可変容量素子の容量値を制御する周波数制御電圧
を生成する周波数制御電圧生成回路と、
　前記第１の温度補償電圧及び前記周波数制御電圧に基づいて、前記第３の可変容量素子
の容量値を制御する第２の温度補償電圧を生成し、前記周波数制御電圧の変化によって生
じる温度補償量の変化を低減する第２の温度補償電圧生成回路と、
を備える電圧制御発振器。
【請求項２】
　前記第２の温度補償電圧が、前記第１及び第２の可変容量素子に印加されない、請求項
１記載の電圧制御発振器。
【請求項３】
　前記第３の可変容量素子の感度が、前記第１の可変容量素子の感度よりも低く、且つ、
前記第２の可変容量素子の感度よりも低い、請求項１又は２記載の電圧制御発振器。
【請求項４】
　前記第３の可変容量素子の感度のリニアリティ幅が、前記第１の可変容量素子の感度の
リニアリティ幅よりも広く、且つ、前記第２の可変容量素子の感度のリニアリティ幅より
も広い、請求項１～３のいずれか１項記載の電圧制御発振器。
【請求項５】
　前記第２の温度補償電圧生成回路が、前記周波数制御電圧に応じた増幅率で前記第１の
温度補償電圧を増幅することにより、前記第２の温度補償電圧を生成する、請求項１～４
のいずれか１項記載の電圧制御発振器。
【請求項６】
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　請求項１～５のいずれか１項記載の電圧制御発振器を備える電子機器。
【請求項７】
　請求項１～５のいずれか１項記載の電圧制御発振器を備える移動体。
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